「実態把握検討プロジェクト」について
１　趣　旨
府では、平成13年の大阪府同和対策審議会答申で示された課題がどのように推移しているかを把握し、適切かつ効果的な取組みを進めていくため、市町村とともに、同和問題の解決に向けた実態把握を実施している。

地対財特法失効後の実態把握は、平成17年度を対象に「行政データを活用した実態把握」を、平成18年度を対象に「相談事業を通じた実態把握」を実施し、大阪府同和問題解決推進審議会（平成21年12月）に調査結果を報告するとともに、市町村における施策の参考とされるよう報告書を送付した。
次の実態把握を適切に実施するため、実態把握検討プロジェクトを設置する。
２　役　割

（１）調査手法、調査項目、スケジュール等に関する検討、連絡調整等
（２）調査結果の分析（有識者）
３　メンバー

（１）有識者　
　　　　中川喜代子・奈良教育大学名誉教授

　　　　平沢安政・大阪大学大学院人間科学研究科教授

　　　　西田芳正・大阪府立大学人間社会学部准教授　　（順不同）
（２）市町村

・政令市２市及び市長会が推薦する市（※調査対象地域を有する市）　〔６市〕
　  大阪市・堺市・高槻市（北摂ブロック）・大東市（河北ブロック）・富田林市（中部ブロック）・泉南市（泉州ブロック）
　　・町村長会が推薦する町（※調査対象地域を有する町）　　豊能町　　〔１町〕
※ 調査対象地域：平成１２年度に実施した同和問題の解決に向けた実態等調査の対象地域
（平成１３年度まで特別措置としての同和対策事業を実施してきた地域）
（３）大阪府
　　・人権室　同和企画担当課長（事務局）
　　・教　委　人権教育企画課長
　　
４　運　営

　　　大阪府を中心に有識者及び市町村と意見交換、協議等を行いながら検討を進める。

　　　（会議は、必要に応じ開催。）
検討体制イメージ
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